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I . 国民参与裁判制度の沿革と特色
韓国では． 「国民の刑事裁判参与に関する法律」I) (以下．「参与法」という）に
国民参与裁判制度が施行されている。韓国の司法史上初めて導より， 2008年から，
入された国民参与裁判制度は，米国や英国などで行われている陪審制とドイツやフ
ランスなど大陸法系の諸国で行われている参審制のいずれか一つの制度を導入した
のではなく，両制度を適度に混合し，修正したうえで導入された制度であり，現在
??
施行されている制度は， 2012年に完成された制度を施行することを目的に， まず第
??????
一段階の過程として，臨時に施行された「過渡的性格を有する準備段階の制度」で
ある。
国民参与裁判制度は， 2003年10月28日にスタートした「司法改革委員会」2)にお
いて初めて議論され始め， 2004年12月5日に，大統領傘下の「司法制度改革推進委
員会」において，具体的な法律案を準備することになったのである。議論の過程で，
司法改革委員会は，輯国の固有の文化や歴史ならびに感情などを考慮して， また，
国民がこれまで国民参加裁判を経験することができなかった点，ならびに，純粋な
陪審制や参審制を導入すると，現行憲法が裁判官による裁判を受ける権利を保障し
（大棘民国憲法第27条第 1項） 3)に反する可能性があるという点4)などていること
1) 法律第8495号。この法律に関して日本語で書かれた詳細な紹介として，今
井輝幸「緯国における国民参与裁判の現状」刑事法ジャーナル15号65-90頁，
申東雲／李東煮（訳）「輯国における刑事司法の改革」刑法雑誌48巻 2号 1-
13頁，李銀模 「輯国の国民参与裁判制度の内容と問題点 日本の裁判員制
度との比較を中心に一」ノモス23号65-76頁参照。
2) 緯国における司法改革に関する最初の組織として， 1999年5月に大統領諮
問機関として 「司法改革推進委員会」がスタートしたが，より一層積極的な
司法改革を要求する市民団体らと司法府との葛藤によって政治問題化され，
その数年後，議論が沈静化したが， 2003年 8月に，最高裁判事選任方式を
巡って巻き起こった波動を契機に，大統領と大法院長が司法改革を共同で推
進することに合意し， 2003年10月28日に，大法院の傘F機構として「司法改
革委員会」がスタートすることになった。本来，改革の対象に指定された司
法府が，むしろ改革を主導することになったのである。
3) わが国の国民参与裁判において，陪審員の評決に決定的な効力を認めず，
単に勧告的効力のみを認める理由は，憲法が 「すべての国民は，憲法および
法律が定めた裁判官によって，法律による裁判を受ける権利を有する」（大
韓民国憲法第27条第 1項），「裁判官は，憲法および法律によって，その良／
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を考慮して，臨時の第一段階の過程として，陪審制および参審制のいずれもが試行
できるように，各制度の要素が混合されたモデルを提案した。司法改革推進委員会
および国会も， そのような趣旨に同意してそれを受け入れ，陪審制および参審制の
一部を修正した国民参与裁判制度として法律案を作成することになった。
陪審制と参審制が混合された類型として，例えば次のようなことが挙げられる。
① 陪審貝は，原則として，裁判官の関与なしで評議を行った後に全員一致で評決
に達しなければならないという点では，陪審制的な要素を導入したが， もし全員
致の評決に至らない場合には，裁判官の意見を聞いた後，多数決で評決ができるよ
うにした点は，参審制的な要素が加味されたのである。② 陪審員は審理に関与し
た裁判官とともに量刑に関して討議をするという点では，参審制的な要素が加味さ
れたのであるが，評決を通じて最刑決定に参加するのではなく，単に量刑に関する
意見を陳述できる権限のみが付与された点については，陪審制的な要素が加味され
たのである。③ 陪審員の評決は裁判所を拘束せず，単に勧告的効力のみを有する
という点では，陪審制の特性に対して修正が加えられたことなどである。
2012年に，完成された第二段階の参与裁判制度として，陪審制，参審制または第
三の方法を最終的に選択することが予定されている。 2012年の完成を目標に試行的
な段階として，司法改革委員会が司法改革のための準備段階と建議したとおり，年
間100件から200件程度5)の刑事事件を国民参与裁判で行うことが適当であると判
（
?
??―?
＼心に従い．独立して審判する」（大緯民国憲法第103条）と規定しているので，
輯国において， もし陪審員の評決に決定的な効力を認めるならば，事実上，
裁判官でない陪審員が裁判をすることになり，憲法で規定している「裁判官
による裁判を受ける権利」ならびに 「裁判官の独立」を侵害する結果になる
ためである。日本国憲法第32条では，「何人も，裁判所において裁判を受け
る権利を奪はれない」と規定しており，帷国の憲法と対比される。
4) 冬l-人Jフl(Hwang Sung-Gi) 「韓国における参審制および陪禅制の憲法適合
性」韓国公法学会・司法改革委員会（編），国民の司法参加公聴会資料
(2004), 59-60。
5) 対象事件の範囲を定める過程での予測は，次のようなものであった。合議
部事件全体の10%を否認事件と見て，否認事件中，最低20%から最高100%
まで参与裁判を申請するものと予想した。これに対する裁判所の排除決定率
が50%を越えないと見て，合議部事件全体のうち 1%から 5%の事件が参与
裁判に達すると予想した。国民参与裁判の予定数を200件とするならば，対
象事件は全体として最大4000件と推算されるので，これに合わせて対象事件
の範囲を規定したという （法院行政処，国民の刑事裁判参与に関する法律／
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方で，
断され，対象事件数を適切に調節するために具体的罪名を参与法に直接規定する一・
一定の範囲を定めて，「国民の刑事裁判参与に関する規則」（大法院規則）に
委ねる「二元的方式」が採択された。このような司法改革推進委員会の最終法律案
は政府案に採択され， 2007年4月30日，国会において刑事訴訟法改正案とともに通
過した。参与法は2008年 1月 1日から施行され， 2008年の 1年間で226件（上半期
114件，下半期112件）が受理され， 60件（上半期23件，下半期37件）が処理された。
2009年には， 1月から 5月までで， 80件が受理され， 26件が処理され，当初予想し
た目標値（年間最低100件）よりは低い実績であった。これに伴い， 2009年 7月 1
日に法院行政処は，大法院規則を一部改正して，適用対象犯罪を48個から59個に拡
大した叫
I . 国民参与裁判制度の概観
参与法第 1条（目的）によれば，国民が刑事裁判に参与する制度の目的は，司法
の民主的正当性と信頼を高めるためのものとされている。この制度は，通常，「国
民による直接的司法統制」の意味を有すると評価されている叫一方，参与法第 2
条では，この法律で使用する用語を定義しているのであるが，国民が参加する刑事
裁判の名称を，「国民参与裁判」と称して，その刑事裁判に参加するために選ばれ
た者を，「陪審員」と定めることを明らかにしている。
1. 国民参与裁判の対象事件
国民参与裁判の対象事件は，刑事事件における重罪事件であり，対象事件数を適
切に調節するために，重罪事件のうち対象事件に該当する具体的罪名を参与法に直
接規定する一方（参与法第 5条第 1項第 1号，第 2号）8)' ここに規定された犯罪
＼解説 (2007.8), 14)。
6) 法院行政処は，今回の規則改正を通じて，国民参与裁判が年間36件程度増
加すると予想している。これに伴い．当初，裁判所が目標にした，年間100
件余りの国民参与裁判を実施できるものと見られる。法院行政処は，対象犯
罪拡大に先立ち， 2008年 1月 1日から12月31日までに全国の裁判所で宜告さ
れた刑事合議事件11,600件の中で10%を標本抽出する方式で追加対象を選定
し， 6月21日に開かれた大法院判事会識を通じて確定した。
7) 大検察庁，国民参与裁判捜査公判業務マニュアル (2007), 1。
8) 第 1号：① 「刑法」：特殊公務執行妨害致死，現住建造物放火致死，爆／
??
??????
（
?
??
?
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の未遂罪，教唆罪，料助罪，予備罪，陰謀罪に該当する事件（参与法第 5条第 1項
第4号）および刑事訴訟法第11条によ って関連事件として併合審理する事件 （参与
法第 5条第 1項第4号）が追加され，その他の犯罪については，大法院規則で対象
事件を定められるように規定された（参与法第 5条第 1項第 3号）9)。最近， 2009
年7月1日に，法院行政処は，「国民の刑事裁判参与に関する規則」（大法院規則）
を一部改正し，適用対象犯罪を拡大した10)。 しかし，次のような場合には，国民
参与裁判は行われない。
a) 被告人が国民参与裁判を望まない場合（参与法第 5条第 2項），
b) 陪審員， 予備陪審員，陪審員候補者またはその親族の生命・身体• 財産に対
する侵害または侵害のおそれがあって出席の困難があり，またはこの法律によ
る職務を公正に遂行することができないおそれがあると認められる場合（例：
＼発物破裂致死，ガス・電気放流致死，ガス・電気供給妨害致死，現住建造物
溢水致死，交通妨害致死，飲用水混誨致死，殺人，尊属殺人，嘱託．承諾に
よる殺人，偽計による嘱託殺人，偽害致死，尊属傷害致死，暴行致死，遺棄
致死，逮捕監禁致死，強姦傷害・致傷，強姦殺人・致死，未成年者姦淫醜行
像害・致傷，殺人・致死，強盗傷害・致死，強盗強姦，重損壊致死，第 2
号：② 「特定犯罪加重処罰等に関する法律」：贈収賄罪，逮捕監禁致死，国
庫等損失，略取誘引，強盗傷害・致傷，強盗強姦，報復犯罪 ③ 「特定経済
犯罪加重処罰等に関する法律」：背任受財 ④ 「性暴力犯罪の処罰及び被害
者保護等に関する法律」：特殊強盗強姦，特殊強姦，強姦傷害・致傷，強姦
殺人・致死。
9) 法院組織法第32条第 1項第 3号による合議部管轄事件のうち，大法院規則
に定める事件。
10) 追加された対象犯罪は，特定犯罪加重処罰法における贈収賄罪（第2条 l
項第 2号および第 3号），特定犯罪加重処罰法における常習強盗．窃盗（第
5条の 4第2項，第 3項など），特定犯罪加重処罰法における運転者暴行等
致死傷（第 5条の10第2項），刑法第297条の強姦，第299条の準強姦，刑法
第333条～第336条の強盗，特殊・ 準人質強盗などである。特に，贈収賄罪の
場合，これまでは収賄額が 1億ウォン以上の場合にのみ国民参与裁判を申請
できたのであるが，これからは3,000万ウォン以上の場合にも国民参与裁判
を申請できることになった。強盗罪も特定犯罪加重処罰法における強盗傷害，
強盗致死，特殊強盗強姦など重大犯罪で，特定犯罪加重処罰法上の常習強盗
などに拡大した。強姦罪の場合，性暴力法違反事件に対してだけ国民参与裁
判を実施してきたが，今後は，刑法の準強姦についても国民参与裁判を申請
することができる。詐欺や横領などの財産犯罪は，争点が複雑な事件が多く，
裁判進行上の困難が多いという理由で含まれなかった。
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組織暴力事件），共犯関係にある被告人のうちの一部が，国民参与裁判を望ま
国民参与裁判の遂行に困難があると認められる場合， その他，国民参与裁
判によって行うことが適当でないと認められる場合，裁判所は事前に検察官，
ず，
被告人または弁護人の意見を聴き，国民参与裁判を行わないことを決定するこ
とができる （参与法第9条第 1項，第 2項）。
2. 陪審員の権限
陪審員の権限につき，陪審制度を採用している国家では，陪審員は裁判官から独
立して，犯罪事実を認定し，これに基づいて法令を適用し，有罪 ・無罪を評決する
という権限を有し，有罪の場合には，裁判官が量刑を定めるように規定されている。
一方，参審制では， 一般市民である参審貝が職業裁判官とともに裁判所の一員とし
て参加し，職業裁判官と同等の権限によって事実問題および法律問題を判断するの
で，参審員は事実の認定，法令の適用および刑の量定において裁判官と同じ評決権
限を行使することになる。
韓国の国民参与裁判における陪審員は，国民参与裁判を行う事件に関して，事実
の認定，法令の適用および刑の量定に関する意見を提示する権限を有する（参与法
第12条第 1項）。しかし，陪審員の意見が裁判所を拘束しないという点で（参与法
第46条第 5項），純粋な意味の陪審制および参審制のいずれにも該当しない。
与している
3. 陪審員の資格と数，ならびに予備陪審員
参与法は，満20歳以上の大翰民国国民に，国民参与裁判の陪審員になる資格を付
（参与法第16条）。陪審制を採用している諸国の大部分は，陪審員の数
を12人に定めている。しかし，陪審員の数を12人に定めることに特別な理論的根拠
があるのではなく，英国において陪審制度が形成された当時の陪審員の数がそのま
ま維持されてきたことによるものと考えられる。他方，参審制を採用している諸国
の裁判官と参審員の数は，多様である。例えば，
ては裁判官3人と参審員 2人がともに審理にあたり，フランスでは，裁判官3人と
陪審員 9人が審理にあたる。また， 日本の裁判員制度では，原則として裁判官3人
ドイツの場合， 地方裁判所におい
????????
（
?
?
?
? ）
と裁判員 6人が審理にあたる。
輯国の場合，法定刑が死刑，無期懲役または無期禁錮に該当する対象事件に対す
る国民参与裁判には， 9人の陪審員が参与し， その他の対象事件に対する国民参与
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裁判には7人の陪審員が参与する。ただし，裁判所は，被告人または弁護人が公判
準備手続において公訴事実の主要内容を認めるときには， 5人の陪審員が参与する
ようにすることができるものと規定されている（参与法第13条第 1項）。また，裁
判所は，事件の内容に照らして特別な事情があると認められ，かつ，検察官，被告
人または弁護人の同意がある場合に限り，決定で，陪審員の数を 7人と 9人のうち
から第 1項と異なって決めることができるものと規定されている（参与法第13条第
2項）。
国民参与裁判においては，陪審員の解任または辞任により，欠員が生じる場合に
備えて，裁判長の裁量により 5人以内の予備陪審員 (alternatejuror) を置くこと
ができるものと規定された（参与法第14条第 1項）。また，予備陪審員は，評議，
評決および最刑に関する討議に参加できないということを除いては，陪審員と同一
の権限と義務を有するので，参与法で定められた陪審員に対する事項は，その性質
に反しない限り，予備陪審員に対して準用されるものと規定された （参与法第14条
第2項）。
4. 陪審員の選定手続
陪審員選定手続は，大きく，① 陪審員候補予定者名簿の作成，② 陪審員候補者
の決定，選定期日に必要となる質問票の送付．および陪審員資格の稗査，③ 陪審
員選定期日の進行，の 3段階に分けることができる。
陪稲員候補予定者名簿とは，管轄地域の住民のうち一定の標本集団を無作為で抽
出した候補予定者名簿をいう 。陪審員候補予定者名簿に含まれる陪審員候補予定者
は，管轄区域内に居住する満20歳以上の国民を十分に包含できるほど多数であって，
性別や年齢などが等しく反映されなければならない。裁判所は，国民参与裁判を実
施する場合には，事件ごとに一定数の陪徘員候補者を陪審員候補予定者名簿から無
作為抽出し，選定期日を通知するようにした（参与法第23条第 1項）。具体的な陪
一 審員候補者の数は，陪審員および予備陪審員の数，予想出席率などを総合的に考慮
七
して決められる。選定期日の通知を受けた陪審員候補者は．選定期 1:に出席する義
- 務を負い（参与法第23条第 2項），正当な理由なしにこれに違反した場合には，参
与法第60条第 1項第 1号により， 200万ウォン以下の過怠料を賦課されるものと規
定されている。ただし，裁判所としては，陪審員候補者が選定期日に出席できない
正当な理由があるかを判断し難いので．陪審員候補者が選定期日に出席できない正
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当な理由がある場合にはその理由を裁判所に知らせれば足りるものと解釈されてい
る。
陪審員候補者に選定期日を通知した後に，身元照会や犯歴照会などにより，また， 関
法
陪審員候補者が提出する書類等を通して，陪審員候補者に参与法第17条ないし第20
第
条に該当する排除理由があることが確認されたときは，裁判所は，直ちに出席通知 五
九
を取り消して，速やかにその旨を通知しなければならないことが規定され（参与法 巻
第23条第3項），陪審員候補者が不必要に選定期日に出席しなくてよいように配慮 五
号
がなされた。陪審員および予備陪審員の選定期日には，合議部裁判官全員が出席す
ることが原則であるとされたが，受命裁判官 1人が出席して行うこともでき，この
場合，受命裁判官は，選定期日に関して，裁判所または裁判長と同一の権限を有す
る（参与法第24条第 1項）。また，陪審員候補者の個人情報やプライバシーの露出
を最小限のものにするため，選定期日は非公開で行われる（参与法第24条第2項）。
5. 陪審員の手続上の権利および義務
陪審員は，手続上の権利として，尋問要請権および筆記する権利を有し，国民参
与裁判が円滑に進行されるように協力し，評決の公正性と公平性を害する行動を
とってはならないという義務を負う （参与法第41条）。
6. 評議，評決，討議および判決宣告
参与法においては，陪審員が正しい評決に達することができるように，裁判長は，
弁論が終結した後，法廷において陪審員に対し，公訴事実の要旨と適用法条，被告
人と弁護人主張の要旨，証拠能力，その他留意すべき事項に関して説明しなければ
ならず，事件の内容が複雑であるなど必要なときには，証拠の要旨に関しても説明
することができるとされている（参与法第46条第 1項）。
評誠とは，陪審員が有罪・無罪の判断に達するために行う協誠を意味し，評決と
＾ は，事件に対する陪審員の最終判断を意味する。陪審員の評議および評決は，国民 ＿ 
参与裁判における核心的な部分であり，その具体的方式は，国民参与裁判の形態が _,_ 
陪審制と参審制のいずれに該当するかによって，大きく変わることになる。陪審制
が施行されている諸国においては，刑事事件に対する陪審員の評議には裁判官は参
加することができず，評決は，原則として陪審員の有罪・無罪に対する意見が全員
一致になることを要求しており，全員一致の要件を多少緩和したとしても，単純多
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数決による評決までは許容していない。他方，参審制が施行されているドイツやフ
ランスなどにおいては，参禅貝と職業裁判官は同等な権限を有し， ともに評議を進
行し，多数決によって評決に達することになるが，有罪評決のためには 3分の 2程
度の加重多数決が要求されている。
韓国の国民参与裁判においては，評議および評決に独特の形態が採用されている。
すなわち，裁判長の説明を聞いた後，陪審員は原則として裁判官の関与なしで有
罪・無罪に関して評議を行い，全員の意見が 致する場合には， それに従って評決
を行う （参与法第46条第 2項本文）。このことは，陪審制的評議および評決に該当
意見を聴くことができるものと規定された
するものといえる。ただし，純粋な陪審制的評議および評決に修正を加え，裁判官
の関与の可能性を設け，陪審員の過半数の要請があれば，審理に関与した裁判官の
（参与法第46条第 2項但書）。参与法の
立法過程においては，陪審員が全員一致の評決に至らない場合にどのようにすべき
かにつき，不一致陪審 (hungjury)で処理し，
また，加重多数決によって評決を行うようにすべきであるとい
う見解などが尖鋭的に対立していた。
国民参与裁判を更新しなければな
らないという見解，
しかし， 立法過程において，緯国の国民参与
裁判における評決が勧告的効力のみを有するものであるにもかかわらず，不一致陪
であったかは特別な意味がない，
審を認めて，初めからまた裁判を行うのは時間的・経済的損失が非常に大きく，ま
た，勧告的効力のみを有する評決に達する過程が単純多数決であったか加重多数決
という主張が多数を占めることとなった11)。
これに伴い，参与法は，陪審員が全員一致の評決に至らない場合には単純多数決
の方法で評決ができることを許しながらも必ず評決前に審理に関与した裁判官の
意見を聴くように定められた （参与法第46条第 3項）。これは，評議に裁判官の参
加を認めたことで，参審制的評議方式といえるが，裁判官が評議に参加して意見を
述べた場合にも，評決には参加できないように規定されており （参与法第46条第 3
項後段），参審制的評決方式に修正を加えたものということができる。（
?
?
?
? ）
陪稗員が行った評決の効力につき， 国民参与裁判では，賠審員の評決は裁判所を
拘束するものではなく，単に勧告的効力のみを有するものとされた。これは，陪審
員の評決に拘束力を認めるとすると， 憲法第27条第 1項で規定する被告人の裁判官
による裁判を受ける権利を侵害することになり， 国民参与裁判を初めて施行してす
11) 法院行政処，国民の刑事裁判参与に関する法律解説 (2007.8), 89。
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ぐに陪審員の評決に拘束力を認めることになれば， ややもすると刑事法執行の公平
性と法的安定性を損なうことにもなりうるという批判を考慮したものということが
できる。陪審制が施行されている米国や英国においては，裁判所は陪審員の評決に
拘束される。米国において，刑事事件の被告人が評決に反する判決 Gudgment
notwithstanding the verdict) を宜告することを担当裁判官に申請する権利が認め
られているが，裁判官が陪審員の評決と異なった判決を宣告することは，極めて稀
である。
参与法第46条第2項の規定による全員一致方法においても，
の規定による多数決の方法においても，陪審員の評決が有罪である場合には，陪審
員は，審理に関与した裁判官とともに量刑に関して討議し，
述する。裁判長は，
また，第46条第 3項
それに関する意見を陳
量刑に関する討議の前に，処罰の範囲と量刑の条件などを説明
しなければならない（参与法第46条第 4項）。
陪審員が裁判官とともに量刑に関して行う討議につき，陪審員は，単に意見を陳
述するだけであり，最刑に関する評決が行われることはなく，陪審員の最刑に関す
る意見が裁判所を拘束することもない（参与法第46条第 5項）。したがって，裁判
官が陪審員とともに景刑に関して討議をするという点では参審制的性格を帯びてい
るといえるが，陪審員は単に意見を陳述するのみであって，
ないという点で，参審制とも陪審制とも区別される。
• うビの制限を設けている。
il. 
それは裁判所を拘束し
しかし，参与法は，裁判所に
できるだけ陪審員の判断を尊重させるため，裁判長が判決宣告時に陪審員の評決結
果と異なる判決を宣告するときには，被告人にその理由を説明しなければならず
（参与法第48条第4項），判決書にもその理由を記載しなければならないとして
与法第49条第 2項），
国民参与裁判制度の施行初期の状況
（参
1. 大法院の公開資料：施行後6箇月の結果の分析
大法院は， 2008年 1月 1日から 6月30日までの状況を整理し．公表した12)。そ
の期間に114件が受理され，そのうち23件において国民参与裁判が行われ，判決が
宣告された。その際， 208人の国民が陪審員として裁判に参加した。受理された114
件を罪名別で見ると，殺人23%,殺人未遂16%,強盗傷害26%,性犯罪23%,傷害
??
??????
（ ? ― ―
―
? ）
12) 大法院報道資料， 2008.7. 11。
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致死11%,麻薬事件 1%であった。判決が宜告された23件を罪名別で見ると，殺人
35%, 殺人未遂13%, 強盗傷害30%,性犯罪13%,傷害致死9%で，このうち，自
白事件は15件，否認事件は 8件であった。これは，主に景刑審理が争点になった事
件が多かったことを意味するであろう。判決宣告のあった23件のうち，陪審員の評
決と宣告された判決が一致しなかった事件は 2件で，その他の21件は，評決と判決
が一致していた。対象事件はすべて重罪事件であったため，控訴率は比較的高く，
被告人と検察側双方が控訴したのは8件，検察のみが控訴したのは4件，被告人側
のみが控訴したのは9件で，控訴を断念して確定した事件は2件であった。陪審貝
候補者の出席率は29.7%で，送達不能，出席取消し通知を除いた出席義務者の実質
出席率は59.0%であり，良好な状況といえるものであった。事件あたり平均143.1
人の陪審員候補者が召喚され，事件あたり平均42.4人の陪審貝候補者が出席した。
出席した陪審員候補者は計976人で，そのうち21.3%に該当する208人が陪審員およ
び予備陪審員に選ばれた。職業別では，会社員，自営業，主婦を中心にまんべんな
く分布しており，年齢別では， 30代の比率が最も高かったが，比較的まんべんなく
分布していた。
国民参与裁判に参加した陪審員らの満足度は，段階別で次のとおりであった。
① 待期段階：満足 (59.8%), 普通 (35.8%),不満足 (4.4%)
② 選定手続：満足 (67.9%),普通 (29.1 %) , 不満足 (3.0%)
③ 公判手続：満足 (79.8%),普通 (19.2%), 不満足 (1.0%)
④ 評 議：満足 (75.9%), 普通 (24.1%) 
陪審員の理解度に対する回答については，すべて理解 (23.2%), 大部分理解
(60.8%), 半分理解 (15.1%), ほとんど理解できない (0.9%), という結果が現
れた。陪審員が困難と考える事項に関する回答では，長時間の裁判による不便
(46%), 法律用語の理解が難しかった (24%), 証拠に対する理解が難しかった
(13 %) . 報復などの安全問題 (9%)'収入減ないし職場での不利益 (8%)とい
うことが明らかになった。審理に集中できた程度を尋ねた質問については，大部分
- 集中できた (88.8%),半分程度だけ集中が可能だった (10.8%), ほとんど集中で
きなかった (0.4%), という結果であった。意見を十分に陳述することができたか
という質問については，十分に話すことができた (67.7%), ある程度話すことが
できた (30.6%), ほとんど話すことができなかった (1.7%), という結果であっ
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2. 韓国刑事政策研究院によるアンケート調査研究
韓国刑事政策研究院は， 2008年 1月から 8月までの国民参与裁判に関する各種の
統計分析13)以外にも， 国民参与裁判を直接担当した判事，検事，ならびに弁護士
らを対象にアンケート調査を実施し，「国民参与裁判に対する参観および調査研究」
報告書を2008年12月に出版した14)。アンケート調査には国民参与裁判専担（専
門の担当）
(1) 
の裁判長7人，弁護士7人，
国民参与裁判の肯定的機能
ならびに検事40人が回答した。アンケート
調査ならびにその結果分析は，次のとおりである。
質問に回答した判事の85.7%および弁護士全員 (100%)が， 国民参与裁判は裁
判の公正性および透明性に寄与することができると評価した。検事も，半分を越え
る57.5% (23人）が， そうだと答えた。また，国民参与裁判が被告人の人権保障に
寄与することができると答えた判事は71.4%に達した。弁護士は，全員がそうだと
答え，検事は， 40%がこれに同意した。法曹不正の根絶などに寄与することができ
ると答えた判事は57.1%,検事は45%であった。また，弁護士は全員が寄与するこ
とができると答えた。
この調査においては，戟国刑事政策研究院が国民参与裁判施行以前の2007年に同
じ質問で実施したアンケート調査に比べて，肯定的回答が大きく増加したのである。
2007年には，国民参与裁判が裁判の公正性などに寄与することができると予想した
判事は41%, 検事は47.1 %, 弁護士は53.1%に過ぎなかった。被告人などの人権保
障に寄与することができるとの回答も，判事は20.5%, 検事は21.6%, 弁護士は
このような現象について， 「国民参与裁判に対42.9%に過ぎなかった。研究班は，
する直接的な経験が，
えられる」，
この制度に対する肯定的認識を高める結果をもたらしたと考
と分析した。
13) 韓国刑事政策研究院による国民参与裁判の統計は，その大部分が 1月から
7月までであり，上で紹介した大法院の統計よりも 1箇月分程度のみが追加
されたことになるのでここでは紹介せず，大法院の発表資料にない各種のア
ンケート調査研究を主に紹介したい。
14) 輯国刑事政策研究院，刑事政策と司法改革に関する調査，研究および評価
(II) : 国民参与裁判に対する参観および調査研究， 2008.12。
??
??????
（?
?
? ）
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(2) 陪審員の公正性
国民参与裁判を経験した法曹は，陪審員らの評決が学閥や地縁，政治的圧力に
よって歪曲される可能性は少ないと評価した。判事の71.4%,検事の67.5%が，陪
審員らが学閥や地縁の影響を受ける可能性がないと回答し，弁護士は全員がそのよ
うな可能性がないと回答した。陪審員が金銭的ないし政治的誘惑・圧力に影響を受
ける可能性に対しても，判事と弁護士全貝，ならびに検事の70%が，そのような可
能性はないと回答した。国民参与裁判施行以前の2007年の調査では，判事の84.6%,
検事の92.2%, ならびに弁護士の77.6%が，陪審員らが学閥や地縁に影響を受ける
可能性があると回答していた。また，判事の64.1%, 検事の84.3%, ならびに弁護
士の61.2%が，陪審員らが金銭的・政治的誘惑や圧力に屈する可能性があるとして，
否定的な回答をしていた。これらの調査結果は，制度施行を控えて法曹が国民参与
裁判に対して持っていた憂慮が取越し苦労に過ぎなかったことを明らかにする心の
である。
しかし，今回のアンケート調査において，陪審員の評決が世論の影響を受ける可
能性があるかという点に関しては，判事の71.4%,検事の70%, ならびに弁護士の
85.7%がその可能性を認めており，否定的回答が優勢であった。しかし，これにつ
いても， 2007年の調査結果に比較すれば，否定的な回答が判事は20.9%,検事は
28%, 弁護士は4.1%減少したのである。
(3) 陪審員の事件理解度および評決の水準に関する質問
質問に回答した法曹は，陪審員の事件理解度に対しても高い評価を下した。陪審
員の事件に対する理解（法律用語理解の部分は除外）に関して，判事と弁護士は
各々 9.4点と9.3点を与え，検事は8.5点を与えた。7.5点を普通水準の点であること
を勘案すれば，陪審員らの理解度が相当高いと評価された。ただし，裁判において
使用された法律用語に対する理解度に関しては，交錯した評価が現れた。判事の
85.7%, 弁護士の71.4%が，陪審員は法律用語を概して理解したと回答した反面，
＿ 検事の67.5%が理解できなかったと回答した。
陪審員の評決や最刑に対する検事と弁護士の満足度も悪くはなかった。2.5点を
- 普通水準とした時，検事は，評決と量刑のそれぞれに対して，普通水準に若干足り
ない2.3点を与えた。弁護士は，評決に対しては 3点，量刑に対しては2.6点を与え
た。研究班は， 「検事たちの不満足の程度は，非常に高いとはいえない」として，
「概ね，中立的な意見よりもやや保守的な立場を示すレベルである」と分析した。
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陪審員の評決が拘束力を持つべきかという質問に対しては，判事の場合， 28.6%の
みがそうだと答えたが，検事の45%, ならびに弁護士の71.4%は，拘束力は必要だ
と回答して，対照的なものとなった。
法曹の負担の有無に関する質問(4) 
??
国民参与裁判に対する種々の肯定的評価にもかかわらず， 一般人を相手に裁判を
進め，起訴事実の立証や弁論を行うことは， 一般の裁判に比べて遥かに多くの努力
を投入しなければならないという点で，法曹の負担になっていることが明らかに
一般の裁判に比べて，
なった。アンケート調査に参加した判事と弁護士の全員，
国民参与裁判の負担の方が遥かに大きいと回答した。負担要
因としては，陪審員に対する説明資料の準備（パワーポイント作業など）や証拠資
ならびに検事の97.5%が，
料の入手など事前準備手続と長時間の裁判が，最初に挙げられた。また，陪審員に
基礎的な法律と手続について説明するのも困難であることが挙げられた。
結論的に，法曹は，制度を成功裏に定着させるためには，国民参与裁判に適合し
た事件を選定することに努力が向けられるべきであるという点で，意見の一致をみ
ている。すなわち， 量刑審理や刑の軽減事由を主要争点とする自白事件中心の制度
運営では，制度の趣旨をまともに生かすことができないということである。陪審員
が重要な役割を果たすことになる有罪・無罪を争う事件を選択して，
件に集中しなければならないという指摘である。研究報告書は，「最も優先的に，対
象事件選定問題を解決し，
そのような事
その後陪審員の評決の拘束力問題など，その他の制度
的条件の改善問題を解決していく戦略をとらなければならない」，
N. 国民参与裁判制度に関する私見
1. 現実的側面における私見
と提案している。
大輯民国は，近代司法制度を導入して以来，訓練された職業裁判官による裁判制
度を運営してきた。このような職業裁判官による裁判システムは， 2008年の 1年間
だけを見ても，約2,000人の職業裁判官が，本案事件として約35万 (358,557)件の
刑事事件，約134万 (1,341,882)件の民事事件，約 5万 (52,120)件の家事事件，
約2万 (23,389)件の行政事件などを処理し，それ自体で効率的な司法システムを
構築するのに寄与してきた15)。職業裁判官の専門性を基礎に，効率的に司法正義
??????
（?―?? ?
15) 法院行政処， 司法年鑑， 2008。
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を定着させようと発展させてきた制度を 変させるためには， それを根拠づけるだ
けの合理的な理由がなければならないであろう 。国民による直接的司法統制という
理想に近い理由だけでは， この間に発展してきた既存の刑事裁判の枠組みを根本的
に変える理由としては不十分であろう 。専門性がない陪審員が裁判に参加した場合
であっても裁判の進行がある程度までは現行の法律の趣旨に合致するように合理的
に運用され，また，国民が積極的に参加するような活性化した制度になることで，
それが既存の制度の効率性を失うことを相殺してあまりあるほどの長所とならなけ
ればならないであろう 。
このような点で，緯国の国民参与裁判制度は，たとえ2012年までは第 1段階の過
一方の観点である効率性という点で陪審裁渡的な実験的制度にすぎないとしても，
判が職業裁判官の裁判に比べて顕著に不十分であるという面が相殺されなければな
らず， したがってもう 一方の観点である， 国民が積極的に参加する活性化した制度
にしなければならないということが重要になってくるであろう 。年間100-200件の
予想とは異なり， 2008年の 1年間で60件であった陪審裁判は， 2009年に入ってから
は， 上半期には26件に終わっており，陪審裁判の現実的な時間的制約に憂慮の声が
出てきている。様々な問題点が明らかになってきたが，錐者は， 主にこのようなニ
つの側面，すなわち，陪審裁判の形骸化についての憂慮，
性化の問題について検討したい。
ならびに，陪審裁判の活
(1) 国民参与裁判の形骸化
被告人が陪徘裁判を申請した時点から，裁判所は，陪審裁判のための準備を始め，
相当な期間が経過した後，検察官と弁護人の公判準備が整えば陪審員を召喚する。
なるべく陪審員を召喚した日のうちに，陪審員選定手続，権限・義務の裁判所は，
説明手続，証人召喚手続などのすべての手続を行い， まさにその 1:のうちに陪審裁
判を開いて判決まで終えようと努力しており，実際ほとんど大部分の事件が， 一日
（?―?
? ）
の公判で判決まで終えた。2008年には，参与裁判60件のうち56件が， ・-日のうちに
裁判を終えた16)。一般の裁判が一1:に数十件ずつ行われる反面，国民参与裁判で
は一件が一日中集中して行われる。これは，陪審員らの集中力を高め， さらに，秘
密を保護するためである。裁判は，陪審員宣誓一陪審員に対する最初の説明一被告
人に対する供述拒否権の告知ー検察官・被告人側の冒頭陳述ー検察官・弁護人の証
16) 国民日報， 2008.12. 27。
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人尋問と証拠調ベー被告人質問一検察官の求刑，被告人の最終陳述一陪審員の評決
一判決宣告という順序で進行する。裁判のすべての過程が法廷で口頭によって行わ
れる。これまでの裁判が捜査機関の調書を土台にして裁判官が判断する方式である
とすれば， 国民参与裁判は，法廷で検察官，弁護人，被告人， ならびに証人の話を
直接聞き，証拠を直接見て，事件を把握する方式であるといえる。これは，刑事訴
訟法が理念として指向する口頭弁論と公判中心主義をよく表しているといえるが，
実際の事例では，様々な問題点を生じさせている。
2008年3月24日の仁川（インチョン）地方裁判所での事例が当時の検察官によっ
て詳細に報告されているのであるが17),
??
??????
この事例は，時間的な制約による多くの
問題点を明らかにしている。まず，地方裁判所は，朝，約40人の陪稗員候補者を呼
んでおいて，抽選を通じて， そのうちの12人を選定する。その次に，検察官と弁護
人が，質問によってその12人の陪審員と予備陪審員を検証し，概ね 2時間で最終的
に選び出す18)。陪審裁判で誰を陪審員に選定するかは， 国民参与裁判の成功を決
17) 2008年3月24日仁川（インチョン）地方裁判所での国民参与裁判の事例が
当時関与した検察官によ って発表された。恐吾せ (HwangGeum-Cheon) 
「仁川地検国民参与裁判事例紹介」法学教授／検察実務研究会発表資料集I
(2009), 580-601。この事例の事件概要は次のようなものであった：日雇い
労働をしたA(男， 42歳）が2007年12月24日16:40に酒に酔って，被害者B
（女， 43歳）の家で被害者と言い争いをしている間に，足で被害者の胸を蹴
飛ばしたため，被害者が倒れ，頭が壁にあたり死亡に至った事件，ならびに，
同日， 13,000ウォン相当の酒とおつまみを無銭飲食した事件であった。2008
年3月24日の国民参与裁判によ って，被告人の傷害致死に対しては無罪，詐
欺に対しては懲役 6月が宣告された。その日の裁判の進行は， 9:30-11: 00 
陪審員選定手続， 11:00-12:00冒頭手続， 13:00-17:00証拠調ぺ手続および
最終弁論，17:00-18:20陪審員評議および評決， 18:30判決の宣告，という
ものであった。陪審員7人は，傷害致死に対しては全員無罪評決を下し，暴
行致死については 2人が有罪，暴行については 1人が有罪とし，詐欺に対し
ては全員有罪評決を下した。
18) 本件では，裁判所があらかじめ陪審員候補者全員に基本質問票を発送した
が，公判期日の 4日前の 3月20日になって陪審員候補者48人の基本質問票答
弁書を受け，公判当日の 3月24日午前 9時40分にようやく陪審員候補者65人
の追加質問票を受けた。陪審員選定手続にあてられた実際の時間も 9時30分
から1時までの 1時間30分に過ぎず，その90分間にすべての質問票に対する
答弁書を確認することは，時間的に差し迫ったものであったし，実際に質問
応答を通じて陪審員候補者の指向を把握することは難しかったと報告され／
（ ?
―?
? ）
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める核心手続として，最も重要な課題の一つである。しかし，実際に検証手続にお
いては，単にいくつかの質問がなされるだけであり，陪審員の指向を分析する時間
も充分ではない。このような手続は，健全な常識や経歴などから，適切な人を選定
する手続ではなく．明らかに適切ではなく誰が見ても適格でない人を選定しないと
いうだけの消極的手続に変質しやすい。国民の直接性と代表性を備えた市民が裁判
過程に参加してこそ国民の信頼を得ることができるという点を考慮するならば，
のような重要な手続を 2時間で終えなければならないという点は，大きな問題にな
?
らざるを得ない。第二点目として，検察官の冒頭陳述に関する問題点が挙げられる。
午後に始まる検察官の冒頭陳述および立証陳述時間は30分以内が普通である19)。
例えば， 因果関係などの理解し難い法理の内容を一般市民に30分程度に圧縮して説
明することを想像するならば，あたかも一般人に財閥企業の複雑な財務構造を圧縮
して説明するようなものだとの比喩があてはまるであろう。それなら国民参与裁判
は，「陪審裁判とはこういうものだ」 という広報に過ぎないとの批判を受けること
になる。第三点目として，証拠調べ手続の問題点が挙げられる。通常，裁判は午後
5時まで行われる。一般の裁判は，被告人質問に集中しているが，陪審裁判は証人
尋問に集中している20)。検察官が争点を整理しておけば，弁護人はこれを揺さぶ
（
??
?
? ）
＼ている。胡吾せ (HwangGeum-Cheon)「仁川地検国民参与裁判事例紹介」
法学教授／検察実務研究会発表資料集 I (2009), 586。
19) 上記の仁川地方裁判所の事例（傷害致死）では，実際には15分に制限され，
パワーポイントで事件概要，争点，争点別立証計画を説明したという 。当時
の検察官の経験によれば，許された15分間では，事件の要旨，争点および難
解な法理の部分を説明するのに時間が不足したという 。当時の検察官が行っ
た事件概要および争点説明は，① 被告人，被害者の紹介，② 偽害致死およ
び詐欺の各公訴事実の要旨③ 傷害致死の争点（被告人の加害行為の有無，
被害者死亡との因果関係，診療記録記載経緯など），④ 詐欺の争点（酒代支
払い能力，詐取の範囲）を説明した後，⑤ 時間帯別事件進行状況および段
階別争点紹介の順序でなされたという。ところが陪審員らは，冒頭陳述，証
拠調べ手続，最終弁論手続においても，検察官がなぜその話をするのか，ど
の争点と関連しているのかを非常に簡単に聞き逃すので，検察官としては，
陪審員が理解しやすいように， 予告，反復，強調が非常に重要であったとい
う。苓吾せ (HwangGeum-Cheon) 「仁川地検国民参与裁判事例紹介」法学
教授／検察実務研究会発表資料集 I (2009), 588-589。
20) 上記の仁川事例では，証人尋問時間が 1時間30分であった。検察側証人 4
人と弁護側の重要な証人である目撃者 1人に対し，検察官は24個の質問項/,If
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る戦略を使うが． このとき弁護人は， 一般市民が理解し難い難解な法律用語を暗号
のように使うことになる可能性が大きく，そうなると果たして陪審員らがどれくら
い理解できるのかという点が憂慮される21)。また，捜査官が証言できないという
時間的限界があるため．
なし 'o
宣誓した証人が偽証しても，証言の真偽を吟味することが
できず，公判は通常そのまま進められる。最終弁論の段階に達した頃には，すでに
陪審貝らはかなり疲れた状態なので，果たして陪審貝らが事件の事実関係を整理し
て，法律的判断に達することができるのかが憂慮される22)。第四点目として，評
議手続の問題点が挙げられる。通常，評議は午後 5時から 6時まで 1時間程度行わ
れる。万一尖鋭的に対立がある場合ならば，評議時間が 1時間では，
せるのは不可能である。もし全員一致にならず，
に量刑について討識（参与法第46条第4項）
意見を一致さ
2次評決（参与法第46条第 3項に
よる多数決の方法による評決）になり，有罪の評決が出て，陪審員と裁判官がとも
までを行うとすればすでに夜の 8時
になってしまう 。この時刻になると，裁判所は，急いで判決を宣告しなければなら
したがって，時間に追われ，結局，拙速裁判になるという憂慮が大きくな
＼目，弁護人は92個の質問項目によって尋問したが，非法律家の陪審員に対し，
その間ずっと集中力を要求するのは事実上難しかったという 。したがって，
これからは証人に対する事前面談を積極的に実施する必要があるとの提案が
なされている。恐吾せ (HwangGeum-Cheon) 「仁川地検国民参与裁判事例
紹介」法学教授／検察実務研究会発表資料集I (2009), 588-589。
21) 証拠書類についての証拠調べの時間も30分に制限され，陪審員らに証拠別
に十分な説明をすることができず，解剖検査鑑定書，死亡診断書，写真およ
び調書について，その核心的な部分だけを抜粋して，映像再現機で法廷に設
置されたスクリーンを通じて提示したという。恐吾せ (HwangGeum-
Cheon) 「仁川地検国民参与裁判事例紹介」法学教授／検察実務研究会発表
資料集I (2009) , 589。
22) 検察官と弁護人に与えられた最終弁論時間は各10分であったにもかかわら
ず，この重要な最後の段階で陪審員らはかなり疲れた状態であり，実際，陪
審員のうち 1人はうとうとしたり，落書きしたりするなどして不誠実な態度
を見せたので，裁判長がその陪審員に「健康上の理由」を聞き，解任した。
当時の検察官は，陪審員らがその時になっても傷害と暴行の概念，傷害致死
という結果的加重犯の法理，裁判長が常に強調する 「合理的な疑いがないほ
どの立証 (beyondreasonable doubt)」の内容さえ理解できない状態だった
と報告している。菊吾せ (HwangGeum-Cheon)「仁川地検国民参加裁判事
例紹介」法学教授／検察実務研究会発表資料集I (2009), 590-592。
-107-
??
??????
（?―?
? ）
緯国の国民参与裁判制度の 1年半の状況とその評価
る。
それが陪審員の資質の問題と結び付くとき，増幅さ
れうる。米国の陪審制の短所として最も頻繁に指摘されるのは，陪審員の資質の問
このような構造的問題点は，
題である。米国において，裁判に多くの時間が必要とされることを考慮し，時間に
追われたり組織内で働いている高学歴の専門職従事者や大企業社員らは，自然に陪
審員を辞退することになり，結局陪審員になる人々は，主に代替労働が可能な零細
自営業者らであるという指摘がある。このことは，高度な専門性，道徳性と公正性
の土台の上で構築されなければならない裁判制度が，少なくとも専門性の側面で大
きく崩れていることを示す証左となる。また，陪審貝が法律の非専門家として知識
•一部のずる賢い弁護士らは，事件の真実を探求することよりも人水準が低い場合，
種差別などの付随的問題を過度に浮上させ，陪審員らの感性を刺激することに裁判
の方向を転化させ，裁判の本質を糊塗したりもする。そのような場合，枝葉末端的
な問題によって不当な評議結果が出ることもありうる。このように，陪審制では，
必ずしも法律論だけでなく， どのような手段と方法を通じてでも陪審員を説得する
ことが鍵であるから， その方面に優れた能力を持つ弁護士の場合には選任料が天文
学的に上がることになり，結局そういう弁護人を選任できるかという被告人の経済
的能力の有無により，裁判結果が変わりうることになる。このような憂慮について，
緯国の国民参与裁判制度はまだ初期段階であるので，弁護士らの過重な業務負担に
よる公判準備の不足のみが問題になっており，弁護士がそのために国民参与裁判を
敬遠しているという側面は， まさに裁判の形骸化に結び付く可能性があるが， もし
2012年に陪審員の評決が拘束力を持つようになれば，米国の制度の短所がそのまま
蒋国に移植される可能性も排除できないと考えられる。
(2) 国民参与裁判の活性化の問題
2008年の 1年間で226件（上半期114件， 下半期112件）が受理され， 60件（上半
期23件，下半期37件）が処理された。 2009年には， 1月から 5月までで80件が受理（
?
?
?
? ）
され， 26件が処理されており． 当初予想した目標値（最低100件） より低い実績で
ある。国民参与裁判の実施率は，全対象事件の1.58%に過ぎないのである。また，
法院行政処において集計した資料によれば，参与裁判が実施された2008年 1月 1日
から2009年 5月7日までに処理された80件の国民参与裁判のうち，私選弁護人が担
当した事件は， 17件 (21.2%) に過ぎない。反面，国選弁護人と国選専担（専門担
当）弁護士の国民参与裁判担当件数は，各々38件（重複事件数の13件を除く）で，
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これは国民参与裁判全体の78.8%に達する数値である23)。大部分の国民参与裁判
を，国選弁護人または国選専担弁護士が受け持ってきたわけである。私選弁護人の
国民参与裁判事件担当占有率21.2%は， 2008年の一般裁判の事件の担当占有率
40.3%の半分ほどに過ぎない。2008年に，国選弁護人および国選専担弁護士の一般
裁判の事件の担当占有率（治療監護を除く）は59.7%であった。2007年には，
裁判の事件の私選弁護人担当占有率は53.7%に達していた24)。
国民参与裁判は，弁護人の積極的な参加なしには，
一般
その活性化が期待されにくい。
陪審員を説得するためには，弁護人の緻密な裁判準備と情熱が極めて重要であると
考えられるからである。そのためには，国選弁護人および国選専担弁護人だけでは，
明らかに限界がある。これに伴い大法院は， 2009年6月12と13日両日に， 国選弁護
国民参与裁判に関する教育を実施し，ずっと一
線で活躍してきた弁護士らに対しても教育を実施する計画なのだが25), 実情とし
人と国選専担弁護士を対象にして，
て，制度的な支援や保障のない私選弁護人らの参加を期待することは難しい。その
上，国選弁護人の大多数が国民参与裁判を負担であると考えている状況であるので，
国選弁護人だけでなく私選弁護人の自発的参加を期待することも難しい。
大法院が， 2009年5月12日にワークショ ップに参加した国選弁護人と国選専担弁
護士75人を相手にアンケート調査した結果を見ると， 75人中73.3%にあたる55人が，
国民参与裁判を行うことに負担を感じると答えている。負担の原因としては， 53%
にあたる40人が，裁判にかかる時間が過度に長いという点を主要原因に選んだ。ま
た， 国民参与裁判に投入する時間と努力が一般裁判の 5倍以上の負担という結果も
出てきた。69.3%にあたる52人が，国民参与裁判 l件にあたって
上相当の報酬で計鉢しなければならないと主張する一方，「そうではない」と主張
般裁判の 5件以
した回答者は， 8%にあたる 6人に過ぎなかった。 68%に該当する51人は追加報酬
が支給されなければならないという意見を出した。また， 61.3%にあたる46人が，
現在は勧告的効力のみを認めている陪審員評決に拘束力を認めなければならない，
と回答した。反面，拘束力を認めてはならないという意見は， 37%にあたる28人に
終わった26)。国民参与裁判の負担が大きいという分だけ，
??
その趣旨を生かして拘
??????
?― ―?
? ）
23) 
24) 
25) 
26) 
インターネ ット法律新聞， 2009.6. 1。
法院行政処，司法年鑑 (2008)参照。
インターネ ット法律新聞， 2009.6. 14。
インターネット法律新聞， 2009.6.23。
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束力を認めるべきだと考えたと評価される。このように，弁護士が国民参与裁判に
負担を感じることになって参与裁判を敬遠することになれば， それに呼応して法律
的知識が不足した一般市民や被告人の国民参与裁判の利用度が低くなってしまうで
あろう。
また，国民参与裁判対象事件の被告人の大多数は， 国民参与裁判とは何かという
ことを正しく知ることができない，ということが明らかになった。大法院が， 2009
年 5月の 2週間にわたって，在京裁判所と全国主要裁判所管内での国民参与裁判対
象犯罪の被告人119人を調企した結果， そのうち84.8%に達する101人が，国民参与
裁判についてよく分かっていないということが明らかになった。他方，「国民参与
裁判がよく分かる」と回答した人は， 13.4%にあたる16人に過ぎなかった。国民参
与裁判の申請者自身が，参与裁判とはどういうものかすらも正しく知らないで申請
するのである。「国民参与裁判がよく分かる」と回答した被告人の中で，弁護士か
ら情報を聞いたと答えた人は，全体の8.5%にあたる 6人に過ぎず，大部分が報道
(50.7%), 服役者らから聞いた (28.2%)を通じで情報に接したり と回答した。
また，国民参与裁判を申請して，
めで参与裁判を申請したと答えた人は，
その後撤回した14人の被告人の中で，弁護士の勧
1人もいなかった。
在京地域のある弁護士は．「被告人が国民参与裁判を申請するといえば，弁護士
らが『国民参与裁判によって減刑を受けるのはむしろ難しい』 と述べ，申請するの
を止まらせる」，また，「大多数の参与裁判申請者が殺人や性犯罪事件の被告人であ
るので，『陪審員が感情的に判断する可能性がある」と言及するだけでも，申請を
敬遠することになる」と話した。注目すべきは， 回答者全体の16.7%である 8人が，
（?―?
? ）
国民参与裁判について理解した場合には申請したであろうと回答した点である。緯
国刑事政策研究院の未公開資料によれば，参与裁判の無罪率は10%ほどであると分
析されているが，通常裁判の無罪率が 2%未満であることと比較すると，相当高い
数値である27)。上記の結果は，国民参与裁判対象事件133件を標本調査した結果で
あるが，全体として5,000件余りの事件に照らしてみると，約835件に該当する被告
人が，制度が分からないために申請ができなかったと推定することが可能である。
また，参与裁判を申請しなかった理由について，「捜査上不利益を受けるおそれが
あるので」， 「裁判官にとって負担が大きいので，不利益を受けそうで」，「検察官に
27) インターネット咄唱 (Nae-il)新聞 (naeil.com) 2009. 6. 23。
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とって負担が大きいので，不利益を受けそうで」， という回答もあった。
結局，国民参与裁判を申請しない理由として，参与法の施行以前には被告人に有
利な判決が宣告されるものだと漠然と予想されていたが，実際に施行された後に判
決の内容を見ると必ずしもそうてはないということを知って撤回する場合と，被告
人自ら国民参与裁判制度に対する情報をまともに持っていないだけでなく．弁護人
も被告人に積極的に勧めず，むしろ参与裁判を叶1請しないことを勧める場合とがあ
るものと判断される28)0 このような問題点のために蒋国の国民参与裁判制度の
「申請主義」を変更して，原則的には参与法に規定された対象事件は全部参与裁判
で行い，例外的に，被告人が希望しないという意思を表明し， これに裁判所が同意
する場合にのみ，通常の裁判を受けるというように改正すぺきである，
も出てきている29)。
2. 理論的側面における私見
(1) 理論的議論の必要性：検察官の再論告の機会を巡る論争を契機に
という主張
ここまでは，実際の裁判事例，統計，アンケート調査などの資料から，国民参与
裁判制度の実務的で構造的な問題点を検討し，制度自体の構造上および実際上の問
題に由来する，形骸化の問題ならびに活性化の問題を提起して考察してきた。
そのような制度上の構造的問題の基礎には，理論的問題が存在しているはずで
しか
し，
ある。
まず，参与裁判の公判において検察官に最後に再論告の機会を与えることの可否
を巡る法解釈の問題を， 一つの例として提起したい。輯国の刑事訴訟法第302条は，
「被告人訊問と証拠調べが終了したときは，検察官は，事実と法律適用に関して意
見を陳述しなければならない」と規定し，同法第303条は， 「裁判長は検察官の意見
を聴いた後，被告人と弁護人に最終の意見を陳述する機会を与えなければならな
い」と規定している。 したがって，刑事訴訟法の規定を文言どおりに解釈するなら
ば，先に検察官の弁論があって， その次に被告人および弁護人の弁論の順序で最終
??
??????
28) 卦吾せ (ParkJong-Sun) 「国民参与裁判制度の概観」法学教授／検察実
務研究会発表資料集I (2009) , 1265。
29) 炉。l-を (HanSang-Hun) 「国民参与裁判制度の定着方案」ス~.:::'.::.i:;.1 .:':. (Jus-
tice) 第106号 (2008.9), 501-502 ; 7i:l叫喝 (KimTae-Myung) 「国民参与
裁判制度の改善課題」人権と正義， 2008.3, 33。
（ ?
―?
? ）
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弁論がなされることになる。
ところで，陪審裁判を行っている米国の場合には，弁護人の最終弁論の後に再び，
検察官に反論の最終陳述の機会が与えられている。このような米国の例を挙げて，
輯国でも検察官に最終再論告の機会を与えなければならないとする見解30)とそれ
に反対する見解31)とが対立している。賛成する見解は，弁護人が最終弁論をしな
がら証拠に対する事実を歪曲して，陪審員の誤った判断を惹起させるおそれがある
場合があり，蒋国の刑事訴訟法は原則的に検察官に立証責任を負担させているので，
検察官に弁護人の最終弁論に対する意見を陳述できる機会を付与しなければならな
いと主張する。反対する見解は，検察官に最後の発言権をあたえる解釈は，刑事訴
訟法の明文の規定に反するので許されないと主張する。このような論争に対する箪
者の見解は， この問題を単に個別的な問題として見るのではなく，刑事訴訟の基本
一つの個別問題に過ぎないという点に注構造と関連させて検討する必要性のある，
意しなければならないというものである。さらに進んで， 国民参与裁判制度全体に
ついても，刑事訴訟の基本構造と関連させて理論的側面を検討してこそ，正しい理
解が導かれるものと考える。そのような観点から，次に，刑事訴訟の基本構造につ
いて検討したい。
(2) 刑事訴訟の基本構造と国民参与裁判制度
筆者は，刑事訴訟法の訴訟構造と関連して，英米法系の当事者主義 (adversarial
system) と大陸法系の職権主義 (inquisitorialsystem) は，
と考える32)。すなわち，刑事訴訟について，
互いに「異質」である
互いに混じり合うことのできない両
?―? ?
??
30) せ付社 (DanSung-Han) 「陪審裁判での裁判官，検察官，弁護人の地位
および役割変化」比較刑事法研究第 9巻第 2号， 21; 卦吾せ (ParkJong-
Sun) 「国民参与裁判制度の概観」法学教授／検察実務研究会発表資料集Il
(2009), 1265。
31) 社も勺を (HanSang-Hun) 「国民参与裁判制度の定済方案」ス~.!:::.1:,-J .!:. 
tice)第106号 (2008.9), 516。
32) ここで最も重要なのは．その用語を「規範的 (normative)」なものとして
使用するのか，または 「事実的・記述的 (descriptive)」なものとして使用
するのかという問題である。規範的に使用するならば，すでに当事者主義
(adversarial system) という表現は，職権主義・乳問主義 (inquisitorialsys-
tern) という表現に比べて，被疑者・被告人の人権が全面的に保障される制
度という規範的意味を内包することになる。職権主義という言語自体が歴史
的に権威主義ないし独裁主義と必然的に関連しているためである。しか／
(Jus-
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極端のモデルのうちの ."'.)を選ぶほかはない「択ー的二元論 (dichotomy)」とし
て理解されるぺきであると考える。ところで， 現実には両者を適切に混合した訴訟
形態が存在する。いわゆる混合制またはハイブリ ッド・システム
の分析は， 最近，
ないし）レワンダ虐殺裁判と同様の人道に対する罪 (crimesagainst humanity) に関
国際条約にともなう国際刑事裁判所 (ICC)する刑事裁判，
ヨーロ ッパ連合の統一刑事法についての議論や，
(hybrid system) 
ユーゴ戦犯裁判
統一された刑事手続の必要性のために，
おいても，
て，
このとき，
の設立など，
一層その重要性を増してきた33)。輯国に
日本の刑事訴訟形態のような混合型を研究する際には，
研究方法論という意味での比較法には，
mon denommator)」のアプローチと， 「理念型 (idealtype)」
方法がある34)。最小共通分母論によれば，
世界的に
その源流を探し
英米法系と大陸法系の訴訟構造を比較法的に研究することが通常のことである。
「最小共通分母 Oowestcom-
のアプローチという
当事者主義は英米法系諸国の最も共通
＼し，訴訟構造を規範的意味として使うのも方法論的に誤りではないので，規
範的意味を正確に分析して，史的な考察を付け加えるならば問題はない。そ
の代表的な文献として， MirjanDamaska, Adversary System, 1 ENCY-
CLOPEDIA OF CRIME AND JUSTICE 24, 25 (Sanford H. Kadish ed., 
1983)がある。
本論文で筆者は，事実的意味として，訴訟構造を 「当事者主義」
主義」の「異質二元論」として表現する。
33) この問題は，刑事訴訟の構造と関連して，刑事訴訟に対する根本的な理解
を促す契機になっている。異質二元論に基づいて，国際刑事裁判の混合型の
訴訟構造を分析した論文として， GuillaumeChampy, Inquisitoire-Accusa-
toire devant les jurisdictions penales internationales, 68 INT'L REV. PEN-
AL L. 149 (1997); Nancy Amoury Combs, Copping a Plea to Genocide: 
The Plea Bargaining of International Crimes, 151 U. PA. L. REV. 1 (2002); 
Richard May & Marieke Wierda, Trends in International Criminal Evi-
dence: Nuremberg, Tokyo, The Hague, and Arusha, 37 COLUM. J. 
TRANSNAT'L. L. 725 (1999); Daryl A. Mundis, From'Common Law'To-
wards'Civil Law': The Evolution of the ICTY Rules of Procedure and 
Evidence, 14 LEIDEN J. INT'L L. 367 (2001); Vladimir Tochilovsky, 
Rules of Procedure for the International Criminal Court: Problems to 
Address in Light of the Experience of the Ad Hoc Tribunals, 46 NETH. 
INT'L L. REV. 343 (1999)などがある。
34) これに関して詳細には， MirjanDamaska, THE FACES OF JUSTICE 
AND STATE AUTHORITY 4-6 (1986)参照。
?
「職権
??
??????
（ ? ―
? ?
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職権主義は大陸法系諸国の共通分母を抽出することになる35)。
対して，
Weber) 
「理念型」 のアプローチは， 有名な社会学者マ ックス・ウェーバー
の社会科学的方法論としての
これに
(Max 
「理念型 (idealtype)」による比較法的方法
論36)として，
とであるので，
どのような要素が理想に近接しているのか，
特に混合型の分析に役立つ37)。すなわち，
その程度を判断するこ
ある制度が異なる制度
に対してどのくらい影響を及ぼしたのかを把握するのに役立ち（制度間の動的な相
互関連性の分析）38)_法文化， 法の継受， 移植過程等を通して， 刑事訴訟のアイデ
35) これに関して， MirjanDamaska, Adversary System, 1 ENCYCLOPEDI-
A OF CRIME AND JUSTICE 24, 25 (Sanford H. Kadish ed., 1983), at 28 
（ダマスカ教授は，このような研究方法論を紹介しており，特にヘルマン教
授の見解を紹介する。JoachimHerrmann, Various Models of Criminal Pro-
ceedings, 2 S. AFR. J. CRIM. L. & CRIMINOLOGY 3, 4-6 (1978). ヘルマ
ン教授は，例えば証拠排除法則が英米法系の当事者主義に固有の特徴である
という仮説を排撃している。その理由として，英米法系諸国の中にも証拠排
除法則が採択されなかった例はいくらでもあり，ヨーロッパでは，大多数の
国家が刑事立法を通じて証拠排除法則を採用しているからであると述べてい
る。Id.at 18.)。
36) マックス・ラインシュタインは，この方法論を次のように評価している：
歴史上 「純粋な (pure)」形態 (type) は，存在したことがない。幾何学に
おいて，人工的な構造物は，ただ純粋形態に近接するだけである。幾何学に
おいては，例えば，純粋な三角形や純粋な円のような，純粋な形態を代替で
きる現実的な形態は存在しない。しかし，幾何学で現実的に存在しないから
といって，このような純粋な形態の存在意義が消えるのではなく，むしろさ
らに重要となる。ウェーバーは，このような純粋概念を社会科学において創
始した。'pure'の代わりに 'idealtype'を作ったのである。このような理念
型は，我々の学問的な知覚作用に大きな寄与をした。社会的現象を純粋概念
の理念型によって分析することができるようになったのである。このような
説明については， MaxRheinstein, Introduction to MAX WEBER ON LAW 
IN ECONOMY AND SOCIETY XXIX -XXX (Edward Shils ＆ Max 
（―
?
? ? ）
Rheinstein trans., Max Rheinstein ed., 1954)。
37) 例えば， VladimirTochilovsky, Rules of Procedure for the International 
Criminal Court: Problems to Address in Light of the Experience of the Ad 
Hoc Tribunals, 46 NETH. INTL L. REV. 343 (1999)参照。
38) このような長所について詳細には，MirjanDamaska, The Uncertain Fate 
of Evidentiary Transplants: Anglo-American and Continental Experiences, 
45 AM. J.COMP. L. 839 (1997); Elisabetta Grande, Italian Criminal Jus-
tice: Borrowing and Resistance, 48 AM. J. COMP. L. 227 (2000)参照。
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ンテイティを把握することが可能となる39)。したがって，刑事訴訟の比較法的方
法論としては，「理念型」 アプローチの方法論を採用し， その分析の基礎としなけ
ればならない。 しかし，理念型方法論によってすべてのことが説明されるわけでは
ない。すなわち，理念型方法論を「どのように」活用するのかが重要となるのであ
と「意味 (meaning)」
を構造的に十分理解しなければならない。例を挙げると，米国の刑事訴訟の傾向を
るが， このとき，刑事訴訟の用語の「解釈 (interpretation)」
見れば，英米法系の当事者主義が根幹をなしているにもかかわらず，裁判官が証拠
調べにおいて「積極的」に関与しようとしている。
事者主義を指向していると考えやすい。
このような側面は．原則的には
当事者主義に対する挑戦と見られるが，現在の米国の刑事訴訟を形成する一つの特
徴になりつつある。それにもかかわらず，米国の刑事訴訟のこのような特徴を見て，
米国の刑事訴訟にはマ ックス・ウェーバーの理念型としての当事者主義がすでにな
くなってしまったということはできない。
翰国の国民参与裁判制度に関して，最小共通分母論によれば最も当事者主義的特
徴がある陪審裁判の形態に近接しているので，あたかも輯国の刑事訴訟の構造が当
このような思考は結局，「修正されたうえ
で導入された陪審制度」を，順次本来の「純粋な陪審制度」に向かって改正しなけ
ればならないという方向を持つようになる。このような方向での代表的な主張は，
輯国の国民参与裁判において陪審員の評決に拘束力がないことが問題なので，
から拘束力を与える方向で改正をしなければならないとか40),
次評決（参与法第46条第 3項，全員一致に達することができない場合，多数決の評
決をする際， その前に必ず裁判官の意見を聴くようにすること）は，裁判官が陪審
員の評決を参考にすることが制度の基本趣旨であるのに，
ベ， 
これ
または，陪審の 2
むしろ裁判官が意見を述
それどころか有罪・無罪の意見を陳述して評決を誘導する可能性があるという
ことは矛盾であるから，今後この点を改正しなければならないという主張であ
る41¥このような解釈は，「最小共通分母の方法論」により，陪審裁判は当事者主
39) この方法論に基づいて，刑事訴訟の比較法的方法論を発展させた研究とし
て， MaximoLanger, From Legal Transplants to Legal Translations: The 
Globalization of Plea Bargaining and the Americanization Thesis in Crimi-
nal Procedure, 45 HARV. INT'L L. J. 1 (2004)がある。
40) 李銀模「蒋国の国民参与裁判制度の内容と問題点」ノモス23号73-76頁。
41) 卦吾せ (ParkJong-Sun) 「国民参与裁判制度の概観」法学教授／検察実
務研究会発表資料集I (2009), 1255 ; 李銀模 「輯国の国民参与裁判制度／
??
??????
（―
? ? ? ）
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義の典型的な制度であって， この制度がたとえ修正はなされたが輯国に「移植」さ
れた以上， その趣旨を生かさなければならないと主張することになる。 しかし，刑
事訴訟は，刑法のような実体法とは異なり，規範論に留まらず一歩進んで現実的に
内在化('mternahzat1on) され，制度化されることによって， そういう制度の中で
の刑事訴訟言語を「意味の構造」を通じて 「解釈」するものである。国民参与裁判
制度が導入された輯国の刑事訴訟の構造において，「職権主義的要素」が消えてし
まうわけではないので，国民参与裁判制度の導入後も，職権主義の訴訟構造が相変
らず存在している状況を考慮して， その制度の「意味」を「構造的」に「解釈」す
る必要がある。したがって，すでに述べた一つの例，すなわち，検察官の再論告の
機会保障の可否について，職権主義の要素が存在している韓国の刑事訴訟の構造を
考慮するならば，原則的に検察官が立証責任を負担するものと言わなければならな
いので，検察官に再論告の機会を保障するという解釈が妥当であろう 。このような，
意味の構造による解釈の必要性は，特に証拠法の領域で明確になる。
(3) 証拠調べの方法
通常，職権主義の訴訟構造においては，裁判官は，訴訟書類を通じて事件を整理
し，審理を主導して，積極的な証拠調べ活動を遂行することができる。輯国では，
過去に書面化が著しく過度だったために， 国民参与裁判を通じてこのような点を是
正する意義が大きいものと考えられる。国民参与裁判によって純粋な当事者主義へ
の転向を試みるのではなく， 「国民による直接的司法統制」という意義が，特に証
拠法分野で大きいと考えられる。輯国の国民参与裁判では，陪審員が裁判官のいな
い評議室で評決するので，裁判官とともに意見を交わして判決を出す日本の裁判員
制度とは異なる。しかし，輯国の陪審員の評決は， 日本とは異なって拘束力がない。
輯国のように陪審員の評決に拘束力を付与しない形態の陪審裁判は， 5年間の試験
このような形態自体を「修正的運営であるためだと考えることもできるだろうが，
された陪審裁判の形態」と見るならば， これはむしろ，職権主義に近い制度と考え（―?
??
）
られるであろう 。なぜなら，前で説明したように，当事者主義と職権主義の理念型
的特徴を区別するために，裁判の最終決定権者が誰かということを構造的に考察す
るならば，当事者主義の純粋陪審制では，裁判官（国家の代理人） と陪審員（国家
とは関連がない）の2者が決定権者の類型，すなわち，事実認定は陪蕃であり量刑
＼の内容と問題点」ノモス23号73頁。
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は裁判官という類型であるが， これに反して，参審制の場合は，裁判の決定権者が
l者の類型，すなわち，裁判の決定権者が職業裁判官と参審員であり，職業裁判官
と参審員が国家を代弁して一つになって決める類型であり，職権主義にさらに近い
ものと考えられる。したがって，輯国の国民参与裁判は修正された陪審裁判の外形
を有するが，その理念型的特徴は，むしろ職権主義に近いと考えられる。韓国の国
民参与裁判が純粋陪審制と類似の形態を帯びる側面は，むしろ証拠法の分野である。
国民参与裁判においては，英米法の純粋な陪審裁判制度と同様，陪審員だけが別
の場所で評決をすることになるので，英米法と同じように陪審員は法的な専門知識
がない点を考慮して，陪審員が誤った判断をしないように，いかなる証拠を排除し
ていかなる証拠を顕出させるのかに関する証拠法の詳細な規定が必要になる。
しながら，輯国では，
活性化させ，
が増してきた。
国民参与裁判制度の導入以前は，
判では陪稗員は， 書面を通じてではなく，
されないのかについて，
ならびに，
より 一層詳細な規則を用意し，
関する規定しか置いていないため，
しか
ただ職業裁判官のみが裁判
をしてきたので，証拠調べなどに関する詳細な規定が必要ではなかった。裁判官は
法律の専門家であるので，誤った証拠によ って影響を受けることはないと考えられ，
証拠能力問題も公判準備手続で主に扱う陪審裁判と異なり，公判審理の進行中に扱
われることが普通であったし，控訴審は，第 1審で証拠能力のない証拠が提出され
たといっても裁判を破棄することが少なく，単に裁判官が裁量権を濫用したか否か
を審査することが通常であった。
現在，国民参与裁判制度が導入されたことから，陪審員が法律の専門家ではない
という点を勘案して，公正な評決のために，証拠能力のない証拠や不適切な尋問に
よって影響を受けないように最大限抑制させる必要が出てきた。特に，国民参与裁
主に証人の供述を通じて心証を形成する
ことになるので，証人尋問においてどのような尋問が許され， どのような尋問が許
これに対する異議申立てを
それらに関する迅速な裁判所の決定を活性化させる必要性
しかし，輯国の刑事訴訟規則第74条ないし第78条は，国民参与裁判
の施行後もそのままであり，「威嚇的ないし侮辱的な尋問，重複尋問， 意見を聞い
たり議論に該当する尋問，伝聞供述 (Hearsay),誘導尋問，反対尋問の範囲」に
これだけでは国民参与裁判の趣旨を生かすには
??
??????
（―?
? ? ）
非常に不十分であると考えられる。例えば，刑事訴訟規則第75条は，誘導尋問に関
して，主尋問では誘導尋問は許されないが反対尋問では例外的に許されるとしてお
り， この例外の場合が規定されているのであるが（刑事訴訟規則第75条第 1項），
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実務では，事実上，迅速な裁判のために誘導尋問をする場合が多かった。現在，
?
のような尋問方式に対する積極的な異議申立てを活性化させる方策を用意しなけれ
ばならないであろう 。それ以外にも，「複合尋問 (compoundquestion)」42),「曖昧
な尋問 (vaguequestion)」43), 「長い説明を要求する尋問 (narrativequestion)」44),
「証拠と認定されない事実を前提に追及する尋問 (assumingfacts not in 
evidence)」45), 「無返事」，「すでに返事された尋問」に関する規則を設けることが
必要であろう 46)0 
その他にも，証拠法の分野において，新しい国民参与裁判制度に関連して詳細な
規定を置かなければならない事項として，次のことが考えられる。すなわち，刑事
訴訟法の改正を通じて新しく導入された「被疑者供述の映像録画（改正刑事訴訟法
第244条の 2)」，「参考人供述の映像録画（改正刑事訴訟法第22]条）」，
「映像録画物の記憶喚起のための再生（改正刑事訴訟法第318条の 2)」の規定につ
ならびに
いて，国民参与裁判制度の場合にどのように実施するのかに関する規定を導入する
ことが，喫緊の課題であると考えられる。輯国では，映像録画物に本証としての証
拠能力を付与する規定が改正刑事訴訟法の議論当時に削除され47).被告人や参考
?
―
? ? ? ）
42) 米国の連邦証拠法第611条(a)にはこれに関する規定がある。複合尋問と
は， 一個の返事が可能でない二つの分離した尋問内容を一度にする尋問のこ
とである。
43) 連邦証拠法第611条(a)にはこれに関する規定がある。
44) 連邦証拠法第611条(a)にはこれに関する規定がある。
45) 連邦証拠法第611条(a)にはこれに関する規定がある。
46) これらの用語は，米国の証拠法上の用語を借用した。米国の証拠法上の尋
問方法に関して詳細には， oJ咽キ (AnSeong-Su) 「米国証拠法の専門法則
および捜査段階での供述と調書の証拠能力」スq~1;;-J~(Justice) (2005. 4), 
191-220頁参照。
47) これに伴い，改正刑事訴訟法上，映像録画物の独自の証拠能力を否定する
見解が有力だが，肯定説もある。否定説としては，社号金 (ShinDong-Un), 
新刑事訴訟法 (2008), 977頁；。lスl人b1" (Lee Jae-Sang) , 新刑事訴訟法
(2008), 569頁があり，肯定説としては， 卦令吐 ／ 咽含卦 (BaekSeung-
Min/ Jeong Ung-Seok), 刑事訴訟法（全訂 2版 2008), 474-475頁；。l-9d-
廿 (LeeW an-Gyu), 改正刑事訴訟法の争点 (2007), 142-150頁；ぇぽ号吐
(Cha Dong-Eon), 刑事証拠法T (2007), 276-281頁がある。
改正刑事訴訟法に関して日本語で書かれた詳細な紹介として，申東雲／李
東嘉（訳）「韓国における刑事司法の改革」刑法雑誌48巻2号 1-13頁参照。
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人が捜査機関における供述の内容を法廷で記憶していないと述ぺる場合に限って映
像録画物を再生することができるとされたのである
第2項） 48)。一方で，参考人供述調書の真正成立を認めるために映像録画物を使用
（改正刑事訴訟法第318条の 2
することができる （改正刑事訴訟法第312条第4項）。すなわち，参考人が法廷で供
述調書の真正成立を否認する場合に，検察官が映像録画物によ って供述調書の記載
内容のとおり参考人が述べたという事実があることを立証し，参考人供述調書の真
正成立を認定させることができるのである。参与裁判の実務において，証人を尋問
する際，参考人供述調書の真正成立の有無はしばしば争われることになる場合が多
いであろう 。しかし他方で， たとえ事実認定と密接に関連した証拠能力の判断で
あっても，参与法第44条により証拠能力の要件に関しては陪審員が関与できないの
で，陪審員がいないところで参考人供述調書の証拠能力 （真正成立の存否）
ることが原則にならなければならない。
かなければならないであろう 。
したがって，
を決め
これに関する詳細な規定を置
結局，証人尋問方式において陪審員に誤った心証を形成させる可能性のある尋問
や証言を最大限排除することができる各種の規定を用意することが，輯国の国民参
与裁判制度の趣旨を訴訟構造と関連して考察するときに，評決に拘束力を付与しよ
うなどの単に純粋陪審制を指向することよりもはるかに重要なことであると考えら
れる。証拠調べなど証拠法の全般に関して，紙幅の関係上ここで詳細に扱う訳には
いかないが，より根本的な問題点は，改正刑事訴訟法も参与法と同様に2008年1月
1日から施行されているにもかかわらず，改正刑事訴訟法と参与法が互いに関係が
48) 改正刑事訴訟法第318条の 2第2項：「第 1項の規定にもかかわらず，被告
人または被告人でない者の供述を内容とする映像録画物は，公判準備または
公判期日に被告人または被告人でない者が供述するにあたり，記憶が明白で
ない事項に関して記憶を喚起させなければならない必要があると認められる
ときに限り，被告人または被告人でない者に，再生して視聴させることがで
きる。」第318条の 2第 1項と第 2項の規定をそのまま読むと，映像録画物は，
弾劾証拠としては使用することができないように読める。この規定に関する
解釈として，否定説 （不許容説）と肯定説（許容説）が対立している。裁判
所は否定説の立場である。法院行政処，新しい刑事裁判の理解 (2007),
120; 法院行政処，裁判所実務提要刑事I(2008), 141-142。肯定説として
は， oj~廿 (LeeW an-Gyu) , 改正刑事訴訟法の争点 (2007), 142-150 ; ;(J-
そ到 (JangJun-Hui) 「改正法上の映像録画物の活用方案」刑事法の新動向
第15号 (2008.8), 185参照。
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ないように別個に取り扱われていることである49)。改正刑事訴訟法は，特に公判
手続と証拠法の部分で多くの変化をもたらしたので，今後，参与法による国民参与
裁判も念頭に置いてそれに符合する証拠法および証拠調べに関する規則を規定し，
国民参与裁判の実験的施行経過を見守った上で，証拠法の未来を検討しなければな
らないであろう 。
職権主義の刑事訴訟の根幹をなす調書がこれまで著しく過度な機能を有してきた
という反省的意味として，国民参与裁判の意義が大きいと考えるならば，輯国の刑
事訴訟での「調書」の機能に関して総合的に再検討をしなければならないであろう。
改正刑事訴訟法でも相変らず，伝聞証拠に該当するすべての供述調書を原則的に証
拠にできるように規定しており （刑事訴訟法第311条，第312条第313条）， この場
合，捜査機関が作成した供述調書と捜査過程で作成された供述書に対しては「成立
の真正」等の特別な要件を具備した場合に証拠能力を認めるなど，作成主体が誰な
のかによって証拠能力の要件を別々に規定している。さらに，刑事訴訟法は，捜査
機関に対して，被疑者の取調べの際に被疑者の供述を調書に記載することを義務づ
けている（刑事訴訟法第244条第 1項）。本来，英米法系の伝聞法則は，供述の不利
益または矛盾の存否，原供述者の出席の不可能性または記憶の存否など，供述の内
容または原供述者の状況によって，伝聞法則ないし直接主義の例外事由が認められ
ることが普通であるから，韓国の刑事訴訟法の場合，米国や英国で伝聞法則の適用
の制限が誠論される状況とは根本的に異なっているのである。このような事情を勘
案すれば， たとえ刑事訴訟法第310条の 2が伝聞法則を証拠法の原則として宣言し
ているように見えても，輯国の刑事訴訟法が英米法系の伝聞法則をそのまま輸入し
たのではなく，独特の立法様式を帯びていると見なければならないであろう。
大陸法系のドイツとフランスにおいても，権威主義的職権主義の弊害を改革する
義の要請が必須であった。（―
?
?
? ）
時，
ため，糸し問手続を打破する参審制が導入されたことに伴い，直接主義および口頭主
しかし，帷国の刑事訴訟法の制定過程~O) において，当
日本帝国主義の植民地時代に適用された朝鮮刑事令51)が， 予審調書はもちろ
49) 第者以外にもこのような指摘は，例えば， Oj-令せ (AnSeung-Jin)「刑事
訴訟における調書の証拠能力に関して一一尋問調書を中心に」法学教授／検
察実務研究会発表資料集I(2009) , 353頁においてなされている。
50) 斡国の独立後， 1954年に刑事訴訟法が制定された。
51) 1912年の朝鮮刑事令によって日本の刑事訴訟法が韓国に適用され，朝鮮刑
事令は輯国の解放後に廃止された。
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ん捜査機関の調書にも無制限の証拠能力を付与していたことを踏まえ，当時の現実
的な条件を考慮して，検察官調書と警察官調書とを区別して調書の証拠能力を制限
する独特の立法を選んだのである。韓国の刑事訴訟法は， 立法当時に英米法の伝聞
法則をそのまま受け入れたのではなく，すなわち，調書の証拠能力を全面的に否定
するわけではなく，単に調書の証拠能力を制限する形態で立法したと解釈するのが
正しいと考えられる。英米法の陪審裁判とは異なり．輯国の刑事訴訟法は．職業裁
判官による裁判であって，裁判官は自由心証主義の原則によって調書の証明力を評
価できるから，調書の証拠能力について独自の規定が導入されたものと見なければ
ならない。ただし，調書の証拠能力を制限する形態での立法をしながら，伝聞法則
の内容を一部受け入れて立法した規定（刑事訴訟法第316条（伝聞供述の証拠能力
の規定））も存在するという妥協的な立法なのである。このように，調書の作成を
当然の前提としてその証拠能力を規定している輯国の刑事訴訟法制において，単純
に「完全な」口頭主義ないし伝聞法則の全面導入を主張するのは，再考の余地があ
るといえるであろう 。例えば改正刑事訴訟法第292条第 1項が，「裁判長による提示
または告知」を削除して 「証拠書類を調べるときは，申請人がこれを朗読」するよ
うに改正されたことを見ると52),参与裁判において陪審員は公判廷で聞いて見た
ことのみによって判断するものと考えられるが，陪審員は，証拠書類を一切読まな
いと主張することはできないと考えられる。なぜなら，緯国の刑事訴訟法は妥協の
産物であり，改正刑事訴訟法第292条第 5項53)において，裁判長が，閲覧が他の方
法より適切であると認める場合には，証拠書類を提示 して閲覧させる方法により調
べることが可能であると規定しているからである。このような原則と例外の区別基
準を詳細に確立することによって， 国民参与裁判を通じて，「裁判の書面化」の過
度な部分を 「棘国の現実に合うように」54), 改善する契機にしなければならないで
52) 旧刑事訴訟法第292条第 1項：「裁判長は，検察官，弁護人または被告人に
証拠物を提示し，証拠物が書類であるときは，その要旨を告知しなければな
らない。」 改正刑事訴訟法第292条第 1項：「検察官，被告人または弁護人の
申請により証拠書類を調べるときは，申請人がこれを朗読しなければならな
し、。」
53) 改正刑事訴訟法第292条第 5項：「裁判長は，閲覧が他の方法より適切であ
ると認めるときは，証拠書類を提示して閲覧させる方法により調べることが
できる。」
54) 最近，刑事訴訟法の国際的傾向により適正手続の原則 (dueprocess/ 
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あろう 。新しい制度を導入するにあたっては，常に「刑事司法の機能随行性
(Funktionstlichtigkeit der Strafrechtspflege)」55)を考慮することによって，法規範
と現実との乖離を狭めることが何よりも重要であると考えられる。
V. 結論
輯国の国民参与裁判制度が， 2012年の最終決定を控えて今はたとえ試行期間であ
るとしても，予想とは異なって2009年 5月30日までにわずか86件程度しか実施され
ず，主に国選弁護人が事件を担当しており，私選弁護人の関与は一般刑事裁判より
もはるかに低調であったことに留意すべきである。刑事政策研究院のアンケート調
査結果によれば，裁判に関与した法律家らが概して肯定的な評価を下したというこ
とが報告されているが，この研究結果が実務をそのまま反映していると見ることは
できないと思われる。実務の最前線では，陪審員選定，参与の説明，評決過程とそ
の反映など，手続的煩雑さのために，被告人をはじめとして，裁判長や公判部検事，
弁護人など関係当事者の誰にも，陪審裁判が歓迎されないという面も感じられてい
るためである。さらには，陪審員らが評議した評決内容は，裁判所には何らの拘束
力を有することもなく，参考意見に過ぎず，裁判所が陪審員の評決内容と異なる判
'>. principle) が強調されているが，過度に誇張された「アメリカ化」ないし
「当事者主義化」については，再検討する必要がある。特に刑事訴訟法の場
合，真の意味の比較法的研究ではなく単に「輸入刑事訴訟法」に終わること
を警戒しなければならない。例えば，韓国の司法改革委員会は， 2005年の誠
論過程において検察官調書でも警察官調書でも，そして被疑者尋問調書でも
参考人尋問調書でも区別する必要がなく，被告人が公判廷で内容を否認すれ
ばすべて証拠能力が否定されるとする草案を準備したが，このようになれば，
恐らく緯国の刑事裁判実務は，過度な業務によって麻痺することになったで
あろう 。このような指摘に関して， o]牡子 (LeeWan-Gyu)「改正刑事訴訟
法施行にともなう公判現況と改善方向」刑事法の新動向，第15号 (2008.8), 
175頁参照。
55) この概念はドイツで発展したが，比較法的研究において法規範と現実との
乖離を避けることができる適切な根拠を提供してくれるものと考える。例え
ば， Kreiger,Die Haftung des Staates nach§839 BGB, Art. 34 GG fir 
Fehlverhalten der Staatsanwaltschaft im Ermittlungsverfahren, 2000, S. 37 
参照。Kreigerは，比例原則を適用する際， 一方の基本権を侵害する刑事訴
訟法上の措置と，他方の刑事司法の機能随行性を比較衡量することが必要だ
と主張する。
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決を宣告するときにはその理由を判決書に記載するだけにとどまっており （参与法
第49条第 2項），裁判所に対する牽制の効力すらも微弱なレベルにとどまっている
の裁判において，陪審員が出した無
罪評決を裁判所が受け入れずに有罪を宣告したことが判明した56)。
といえる。参与裁判86件のうち 6件 (6.9%)
員団の評決および量刑意見には拘束力がなく，
もたらされた結果である。
しかし，純粋陪審制を指向しなければならない理由としてこのような結果を提示
する見解は妥当ではない。
(Americanization)」57)を，
法統制」を目的として，
釈しなければならない。
それは， あたかも刑事訴訟法の
形態の国民参与裁判を導入したことを認め，
緊急の連営指針ないし改善策は，
これは，陪審
だだ勧告的効力だけであることから
「アメリカ化
明確な根拠もなしに最近の傾向であるとするだけの論
証と何ら異なるところがないためである。韓国が陪審制でも参審制でもない独特の
このような新しい制度が輯国の刑事訴
訟の構造の下でいかなる意味を持つのかを解釈することが重要であろう 。すでに叙
述した通り，韓国は職権主義と当事者主義が混ざり合った混合型の刑事訴訟構造の
中で職業裁判官の主導的役割を認めてきたのであるが，職権主義的要素の 「訴訟の
書面化」が過度に浮び上がる訴訟実務を改善するために，「国民による直接的な司
このような独特の形態の国民参与裁判制度を導入したと解
このように見るならば，緯国の国民参与裁判において最も
書面よりは供述などによる陪審員の心証形成にあ
56) インターネット法律新聞， 2009.6.23。
57) 訴訟構造に対する理解もなしに急速にアメリカ式の制度が「輸入」される
「アメリカ化」は．刑事訴訟の実務にむしろ悪影響を与えるおそれがあると
思われる。 筆者は，輯国の刑事訴訟法の改正に対し，そのような憂慮を表明
したことがある。近年，世界的にこのようなアメリカ化現象について様々な
論文が公刊されている。例えば，R.Daniel Keleman & Eric C. Sibbitt, The 
Americanization of Japanese Law, 23 U. PA. J. INT'L ECON. L. 269 
(2002); Paul von Nessen, The Americanization of Australian Corporate 
Law, 26 SYRACUSE J. INT'L L. & COM. 239 (1999); Wolfgang Wiegand, 
Americanization of Law: Reception or Convergence?, in LEGAL CUL-
TURE AND THE LEGAL PROFESSION 137 (Lawrence M. Friedman & 
Harry N. Scheiber eds., 1996) ; Wolfgang Wiegand, The Reception of 
American Law in Europe, 39 AM. J.COMP. L. 229 (1991), at 246-48 (現在
のヨーロッパのアメリカ化の傾向を中世時代の iuscommuneの継受と比較
している）などがある。
??
??????
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?
?
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る。特に，法律専門家ではない陪審員が，誤った尋問方法や証拠法によって誤った
心証形成ないし判断をしないように，証拠法上の詳細な規定を置くことが必要であ
る。
輯国刑事政策研究院の報告書によれば，当初最も憂慮された陪審員の公正性や事
案および法律に対する理解度は比較的高いと評価されているが，実際に裁判を観察
した教授などの専門家たちの一部は，司法民主化と国民参加という大層なスローガ
国民参与裁判の実質的な内容や効率性が低い
レベルにとどまっているという批判をしている58)0 
ンや施行手続に伴う高費用に比べて．
このような批判は，結局．筆
者の立場とも一脈相通じるものと考えられる。筆者は，輯国の国民参与裁判の最も
重要な存在理由は，証拠法の発展を目指すことによって，発展した証拠法の実務が
刑事訴訟の構造の中で内在化 (internalization) されることで，既存の書面訴訟の
弊害から抜け出す契機にならなければならないと主張するのである。すなわち，
?
問方法などの証拠法上の正しい運用を定着させ，直接証拠による陪稲員の心証形成
の過程を通じて，証拠法の発展を実務に定着させることによって，過度な書面訴訟
の弊害を減らすのである。
これに関連して，現在，緯国の国民参与裁判制度は既存の刑事裁判制度と並立し
ており，被告人に選択権が付与されることによって，陪審裁判と一般刑事裁判が互
いに競合的なものである点に注目する必要がある。もし陪審裁判と一般刑事裁判が
異なるように運用されるならば，刑事司法における不平等性という問題が生ずるこ
したがって，刑事訴訟の統一性が達成される方向で，刑事手続
の変化が実現されなければならない59)。その意味で，陪審裁判の導入を契機に，
とになるであろう 。
?―?
? ? ）
58) まだ施行されて 1年半しか経っておらず，これに関する統計資料としては，
大法院が発表した2008年6月までの 6箇月間の統計および緯国刑事政策研究
院の2008年9月までの 9箇月間の統計 (42件）以外には公式に提供されてい
ないため，まだ実証的研究は多くはないが，実際の裁判を観察して批判的見
解を表明した論文は，少しずつ公刊されてきている。例えば， oj全1-主 (Lee
Chang-Ho) 「司法改革と国民参与刑事裁判」法学教授／検察実務研究会発
表資料集I (2009), 1226-1237などがある。
59) 輯国の国民参与裁判制度を設計したうちの一人であるハン・インソプ教授
も，最近の論文で，陪審裁判の意義を，「選択的な陪審裁判の導入を契機に，
裁判官裁判と陪審裁判の刑事手続全体の水準を引き上げることである」と述
ペている 。 吐 oJ 人~(Han In-Sub) 「輯国の陪審裁判—準備過程と施行元年
の成果を検討する」ソウル大学校法学50巻2号 (2009)701頁。
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特に証拠法領域における口頭主義・公判中心主義の徹底ならびに証拠能力の厳格化
という方向での変更が望まれる。こうした陪審裁判の導入の意義を無視して，米国
の陪審制を指向する解釈や改正の議論を行うならば，緯国の刑事司法の機能に過剰
な負荷のみをもたらす可能性が高まるであろう 。韓国の国民参与裁判の現実が，単
に外見のみ陪審裁判をまねるだけで，本来最も重要な証拠法が，時間的な制約とい
う理由で，過去の慣行に従ってそのまま放置されるならば，高い費用をかけて導入
した国民参与裁判の存在理由がなくなると考えられる。
このような意味で，現在の我が国の国民参与裁判は，「国民による司法統制」と
いう裁判の民主的正当性を目指す旗印は高いが，その制度的限界と低い効率性が
「刑事司法の機能随行性」の観点から明確に改善されなければ，内容のない司法ポ
??
??????
ピュリズム (populism) に終わるおそれがあるといえよう。
〈訳者あとがき〉
日本では2009年 5月に， 「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律」が施行さ
れ，同年8月に最初の裁判員裁判が東京地裁で実施された後，各地方裁判所で順
次実施されている。輯国においても日本と同様，司法への国民参加の制度が司法
制度改革の一環として要請された。その結果，「国民の刑事裁判参与に関する法
律」が2008年 1月 1日に施行され，同時に刑事訴訟法も一部改正された。
緯国の国民参与裁判制度の特徴として，① 国民参与裁判は，試行期間を 5年
間に限定して試験的に行われ， 2012年に制度の見直しが予定されていること，②
国民参与裁判は，被告人の申請に甚づく選択性であること，③ 被告人の申請が
あっても，裁判所が参与裁判を行わない旨を決定することが可能であること，④
陪審員のみで有罪・無罪の評議・評決を行うが，その評決には拘束力がないこと，
などが挙げられる。
本論文は2009年 8月脱稿のものであり，趙姻宜教授（以下，筆者という）は，
輯国の国民参与裁判の施行後 1年半の状況をもとに，制度および運用の両面で
様々な立場からの批判があることを指摘したうえで，自身の見解を明らかにして
1., ヽる。
まず，施行後 1年半の状況の分析から，国民参与裁判の問題点として，その形
骸化が挙げられている。陪審員の負担を考慮して，陪審員選定手続から判決言渡
しまでが原則として 1日で終了するため，陪審裁判の核心的な部分でもある陪審
員選定手続に十分な時間がかけられず，選定手続における陪審員候補者への質問
も限定的なものになること，証人尋問の時間が不足し，証拠調べが形骸化してい
ることなど，手続全体が拙速に行われていることが示された。また．参与裁判を
?
―
???）
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申請する被告人は予想した数よりも少なかったこと， 一般の裁判に比べて法曹の
負担が大きいため弁護士の積極的な関与が得られず，私選弁護人が担当した裁判
が極端に少なかったことなどが示された。
輯国では，国民参与裁判の活性化のための改善策として，被告人による選択性
を廃止することや陪審貝の評決に拘束力をもたせることなどが挙げられているが，
この点に関連して， 筆者は，次のように主張する。
箪者は，国民参与裁判制度の改善策を，韓国の刑事訴訟の基本構造との関係で
考察しなければならないとする。その場合，比較法の方法論としてマ ックス・
ウェーバーが提唱する「理念型」のアプローチに従い，理念型にはどのような要
素が含まれるのか，理念型と現実の制度とがどのような点でどの程度異なるのか
を考察し，その上で．刑事訴訟の用語について，「意味の構造」を通じて解釈す
ペきであるとする。このような方法論に基づき，箪者は，陪審制を採用するなら
ば直ちに米国のような陪審制と同様の制度にすべきであるとの主張に対して，制
度は刑事訴訟の基本構造との関係で考察すべきであり，斡国の刑事訴訟の基本構
造に合致する独自の国民参与裁判制度を指向すべきであると主張する。すなわち，
当事者主義を採用している米国の陪審制と，職権主義と当事者主義の混合型の輯
国の刑事訴訟構造の下での国民参与裁判とが異なる制度になることは当然のこと
であり，その点を踏まえた改善策を考察すべきであるとする。
輯国では，上記のように，被告人の選択性を廃止すべきであるとする見解や陪
審員の評決に拘束力を認めるべきであるとする見解が多いが， 箪者は，輯国の刑
事訴訟構造に合致する形での改善がなされるべきであると主張し，まず改善すぺ
き点として特に証拠法の分野を挙げている。筆者は，蒋国では，当事者主義と職
権主義の混合型の刑事訴訟において裁判官主導による書面審理が行き過ぎた結果，
「訴訟の書面化」が問題となっており，このような調書裁判の弊害が国民参与裁
判の導入の理由であり， したがってまず，口頭主義・公判中心主義の方向への証
拠法の改正と証人尋問方法の詳細なルール化が求められると主張している。すな
わち，筆者は，これまでの職業裁判官による書面審理から証人尋問を通じての陪
審員による心証形成が参与裁判導入の目的であるので，専門家ではない陪審員が
誤った判断をしないように，証拠能力のない証拠や不適切な証人尋問方法によ っ
て影響されない方策を採るべきであり，そのために，公判に顕出する証拠に関す
る証拠法の詳細な規定，ならびに証人尋問の方法についての一層詳細な規則が必
要であると主張する。また， このような改正は，参与裁判のみならず←舟支裁判に
おいても重要であることが指摘されている。
以上のような筆者の考察は，日本の裁判員裁判においても証拠法の改正が求め
られていることから，参考になるものと思われる。
取調べ過程の可視化のための録音・録画に関して，翰国では，国民参与裁判の
―-126-
導入に伴って，刑事訴訟法を改正し，捜査機関は被疑者および被疑者以外の者の
供述を映像録画することができ，その場合，被疑者の取調べについては取調べ状
況を映像録画しなければならないとの規定（改正刑訴法第221条，第244条の 2)'
供述調書の真正成立の立証のための映像録画物使用に関する規定（改正刑訴法第
312条第 2項，第4項），ならびに，供述者の記憶喚起のための映像録画物の公判
における再生に関する規定（改正刑訴法第318条の 2)が設けられた。日本でも，
裁判員裁判の実施に伴い，取調べ状況の可視化が一層強く求められており，輯国
の改正刑事訴訟法の規定とその運用が注目されている。箪者は，これらの規定に
ついても，証拠能力判断と証明力判断の混同のおそれなどの問題点を指摘してお
り，その指摘は重要であろう。
日本において，公判廷における映像録画物の再生につき，検察側の実質証拠と
しての使用のおそれ，すなわち，供述調書の任意性判断のみならず信用性判断ヘ
の使用のおそれ，さらに量刑への影響のおそれが指摘されている。また，公判に
おいて，検察側が録画の一部分のみをあらかじめ選んで再生することにより，公
判廷が劇場化され，公判手続が捜査手続の追認の場になることが危惧され，した
がって，再生のし方についても慎重な検討が求められる。まず，捜査段階におけ
る録画・録音のし方が問題となるため，取調べの全過程を録画・録音しておくこ
とが必須のこととなり，さらに筆者も指摘するように，映像録画物の再生方法を
含む証拠調べ手続を厳格にルール化し，証拠能力に関しても厳格な規定が必要と
なろう。また，裁判員の参加しない裁判についても証拠法は共通であるため，裁
判員裁判の導入を契機に，口頭主義・公判中心主義が徹底されることが期待され
る。
なお，本論文は， 2009年7月24日に文部科学省科学研究費「裁判員裁判時代に
おける未決拘禁改革」 (2009-2011年度）（研究代表者，福井厚・法政大学教授）
の主催により龍谷大学で行われた講演に，箪者が加箪したものである。講演と討
論は，金 玲•関西大学政策創造学部非常勤講師の通訳によって行われた。講演
会には多数の研究者や実務家が参加して，活発な討論がなされた。討論の内容は，
概ね次のようなものであった。
まず，輯国の国民参与裁判における公判準備手続に関して，公判準備期日は原
則として公開され，例外的に公開することにより手続の進行が妨害されるおそれ
があるときは非公開で行われるが（参与法第37条第 3項，第4項），この手続の
検証の必要性が議論された。参与裁判では，ほとんどの公判審理が 1日で終了し
ている点で，日本の公判前整理手続に対する批判として挙げられるように，裁判
官が主導的に争点をしぼり，実質的な審理は公判前の準備手続で行われ，そのこ
とによって公判が儀式的なものとなっているのではないかとの観点から，韓国の
公判準備手続ならびに日本の公判前整理手続のあり方に関する議論がなされた。
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次に，翰国の国民参与裁判は被告人の申請による選択性を採用しているが（参
与法第 8条），この申請主義の是非について議論された。具体的な問題として，
参与裁判の申請にあたって無罪判決の可能性の程度や最刑面における利益の存否
が重要な要素になると考えられるが，輯国で実際に被告人が申請する理由と申請
しない理由は何か，弁護人が申請を勧めない場合にその理由は何か，例えば，参
与裁判の場合に弁護人の負担が大きくなることから申請を勧めないのかなど，講
演で触れられた内容に関連して議論がなされた。
さらに，被告人が申請しても裁判所が参与裁判を行わない旨の決定（排除決
定）をすることができるが（参与法第9条第 1項），参与裁判の公判審理の多く
が 1日で終わることとの関連で， 1日で終了するような事件を裁判官が選んで，
数日を要する事件の場合は「その他国民参与裁判により行うことが適当でないと
認められる場合」（参与法第 9条第 1項第 3号）にあたるとして排除決定をして
いるのではないか，「適当でない」と判断されるのはどのような事件かなどの質
問があった。この点について，蒋国で裁判所による排除決定の正当性が問われる
ケースも現実に存在したため，「適当でない」の判断基準の客観化・具体化が問
題になっていることが紹介され，さらに裁判所に排除権限を認めること自体の是
非についても議論がなされた。
日本では，裁判員制度に関して，捜査手続，公判前整理手続，証拠開示，証拠
調べ手続，証拠法，刑の景定，被害者参加制度，評議方法，裁判員の守秘義務，
報道など，様々な場面での問題点が指摘されている。翰国の国民参与裁判制度と
その連用は， 日本の裁判員裁判との相違点ならびに両国の刑事手続の相違点を踏
まえつつ，参考にすべき点も多いと思われる。日輯の交流がますます盛んになり，
両国における議論が深まることが期待される。 （山名京子）
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